第１号様式（第３条関係）
事前協議書
	（あて先）京都市長
	　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

	協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

	協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
電話　　（　　　）


	· 次の者を代理人と定め、京都市長期優良住宅の認定等に関する要綱第３条第１項の規定による事前協議に関する一切の権限を委任します。

	代　理　人
	会社名等：
所 在 地：　　　　　　　　　　　　　　電話：　　　（　　　）　　　
（担当者：　　　　　　　　　　担当者連絡先：　　　（　　　）　　　）

	· 代理人無し


京都市長期優良住宅の認定等に関する要綱第３条第１項の規定により、次のとおり、長期優良住宅建築等計画等の認定について事前協議します。
	1　建築（予定場所）
	京都市　　　　区

	2　住宅の種類
	1）戸建て　　　2)併用住宅　　　3)長屋　　　4)共同住宅

	3　工事種別
	1）新築　　2）増築又は改築　　　　　　　　　3）工事無し
　　　　　


	4　住宅の
 構造・規模
	1）木造　　2）Ｓ造　　3）RC造　　4）SRC造　　5）その他（　　　　　　）
階数　：地上　　　　階／地下　　　　階　
延べ面積※１  :　　　　　　㎡
40㎡以上ある階※２ : 　　階　　　㎡（内階段　　　　㎡） 
最高高さ　  :　 　　　　　ｍ

	5　長期使用構造等であることの確認　
又は 住宅性能評価
	1）長期使用構造等であることの確認　　2）住宅性能評価　　3）なし
1）済　　　　　　　2）審査中　　　　　　　3）未審査　　　
機関名：

	6　確認申請
	1）済　　　　　　　2）審査中　　　　　　　3）未申請　　　　　4）不要
機関名：

構造計算適合性判定　　1）要（判定結果通知書添付・主事等審査）　2）不要　

	7　確認の特例
	法第６条第２項の規定による申出の有無　　　　　□無　　　　□有


	受付欄※３
	認定手数料※４　　　　 　年　　月　　日決定

	備考
	　　年　　月　　日
	課長
	係長
	担当

	
	第　　　　　　　　号
	手数料計　　￥　　　　　　　　　－

	
	
	認定申請手数料　　￥　　　　　　　　　－

	
	担当氏名
	確認申請手数料　　￥　　　　　　　　　－

	
	
	適判相当手数料　　￥　　　　　　　　　－


第１号様式（裏面）
京都市長期優良住宅建築等計画の認定に関する要綱第１６条に係るチェックリスト※５
	関係部署名
	住宅の位置による規制の有無
	手続の要、不要

	局名等
	課名等
	
	

	都　市　計　画　局
	都市計画課
	□　都市計画法第５８条の２（地区計画）
	届出手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　都市計画法第４条第６項（都市計画施設）
	区域証明　□要（□済）
	□　不要

	
	景観政策課
	□　伝統的建造物群保存地区
	許可手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　景観地区（美観地区・美観形成地区）
地区名（　　　　　　　　　　　　　　）
	認定手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　景観計画区域（建造物修景地区）
地区名（　　　　　　　　　　　　　　）
	届出手続　□要（□済）
	□　不要

	
	景観政策課
又は
風致保全課
	□　眺望空間保全区域
	認定手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	· 近景デザイン保全区域
· 遠景デザイン保全区域（３キロメートル以内）
	届出手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　市街地景観協定区域
	届出手続　□要（□済）
	□　不要

	
	風致保全課
	□　風致地区（第　　　種）
	許可手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　歴史的風土保存区域
	届出手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　歴史的風土特別保存地区
	許可手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　自然風景保全地区
	許可手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　近郊緑地保全地区
	届出手続　□要（□済）
	□　不要

	
	
	□　特別緑地保全地区
	許可手続　□要（□済）
	□　不要

	その他
	各建築協定
運営委員会
	□　建築協定区域（□区域内　□隣接地）
区域名（　　　　　　　　　　　　　　）
	協議　□要　（□済）
	□　不要


京都市長期優良住宅建築等計画の認定に関する要綱第１７条に係るチェックリスト
	災害配慮
	「地すべり防止区域」内に計画建物が含まれていないこと
	□確認済　□未確認

	
	「急傾斜地崩壊危険区域」内に計画建物が含まれていないこと
	□確認済　□未確認

	
	「土砂災害特別警戒区域」内に計画建物が含まれていないこと
	□確認済　□未確認


事前協議に係る添付図書チェックリスト
	添付図書※６

	□　付近見取図　□　各階平面図　□　床面積求積図　□　立面図又は断面図（高さが確認できるものに限る。）　□　住宅型式性能認定書の写し　□　型式住宅部分等製造者認証書の写し
（ただし、法第６条第２項の規定による申出をしようとする場合、建築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書に相当する書類を併せて提出すること。）


（注意）
１　※１印欄は、申請に係る建築物の建築基準法第施行令第２条第３号の床面積の合計を記入してください。
２　※２印欄は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第２号に規定する基準における面積
を記入してください。
３　※３印欄及び※４印欄は記入しないでください。
４　※５のリストは、該当する□にレ印を記入するとともに、該当する地区名又は区域名を記入してください。
５　※６印欄は、添付した図書の□にレ印を記入してください。
□　建築基準法に適合している。


□　新築時に長期優良住宅の認定を受けていない。


又は認定を取消している。


□　増改築工事に性能向上工事を含む





□　建築基準法に適合している。


□　新築時に長期優良住宅の認定を受けていない。


又は認定を取消している。








